
（平成２２年２月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城厚生年金 事案 691 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成６年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 53 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社における厚生年金保険の被保険者資格喪失日が、平成６年３月 31 日であ

る旨の回答を受けた。 

私は、平成６年３月 31 日に出向期間を終え、同年４月１日付けで出向先

のＡ社から出向元のＢ社に戻ったので、Ａ社における被保険者資格喪失日は

同年４月１日であるはずである。 

また、証拠書類として厚生年金保険料が控除されていたことが記されてい

る給与明細書を提出するので、申立期間について厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された人事発令書では、申立人は、平成６年３月 15 日付け

で、Ａ社における出向を解かれ、同社からＢ社Ｃ支店に異動したことになって

いるが、Ａ社及びＢ社からは、申立人が、同年３月末日まで、Ａ社Ｄ支店に勤

務していたことのほか、Ｂ社Ｃ支店における申立人の勤務開始時期が同年４月

１日である旨の回答を得られたことから、Ａ社からＢ社への実際の異動日は、

申立人が主張する同年４月１日であることが確認できる。 

   また、申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間におい

て、Ｂ社から給与が支給され、給与から厚生年金保険料（３万 8,425円）が控

除されていることが確認できる。 

さらにＡ社に照会したところ、申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格の



取得・喪失及び保険料控除の事務手続については同社が行っていた旨の回答が

得られた。また、Ｂ社本社に照会したところ、給与の事務処理については同社

本社が行っていた旨の回答が得られたほか、申立期間当時、当月支払い及び当

月控除であった旨の回答が得られた。 

加えて、Ａ社及びＢ社の両社からは、申立人に係る被保険者資格の喪失届を

提出する際、当時の担当者が、被保険者喪失日について、申立人が主張する喪

失年月日である平成６年４月１日と記載すべきところ、同年３月 31 日と誤っ

て記載してしまった旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社に

勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給与明細

書の厚生年金保険料控除額及び支給総額から、53 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社及びＢ社の両事業主から、申立期間当時、申立人の被保険者資格の

喪失届を提出する際に誤りがあったとする旨の回答が得られたことから、事業

主は平成６年３月 31 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



茨城厚生年金 事案 692 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年９月 25 日から 50 年４月８日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 49 年９月

25日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を９万 8,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年９月 25日から 50年４月８日まで 

② 昭和 50年４月から 52年６月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうち、昭和 49 年９月 25 日から 50 年４月８日まで

の期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けたほか、同年４月から

52年６月までの標準報酬月額が、記憶している給与支給額と比較し低い額で

あることが判明した。 

私は、昭和 49年９月 25日の入社から 55年３月 25日の退職まで、Ａ社に

継続して勤務していたので、49年９月 25日から 50年４月８日までの期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。また、昭和 50

年４月から 52 年６月までの標準報酬月額について、保険料控除額に見合う

額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社から提出された「在職証明書」により、申立人

は、昭和 49年９月から 55年３月まで継続して同社に勤務していたことが確

認できる。 

また、申立期間①にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を有していた

者のうち、連絡先の判明した二人（申立人が名前を挙げた同僚を含む。）に

照会したところ、全員から回答が得られ、そのうちの一人から、申立人の勤

務時間及び業務内容について、途中で変更となったことはなかったとしてい



るほか、自身と申立人の労働条件について、違いはなかった旨の証言が得ら

れた。 

さらに、上記回答のあった同僚二人のＡ社における厚生年金保険被保険者

資格取得日は、どちらも、自身が証言する入社時期とおおむね一致している。 

加えて、Ａ社に照会したところ、申立期間①に係る厚生年金保険料を給与

から控除していた旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間①において、Ａ

社に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと

認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿における申立人の昭和 50年４月の記録から、９万 8,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、Ａ社は、これを確認できる関連資料が無いため不明としており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間②について、オンライン記録では、さかのぼって標準報酬月額を

引き下げる等の不自然な処理を行った形跡は見当たらないほか、上記回答の

あった同僚二人の標準報酬月額と比較しても、不合理な点は見当たらない。 

  また、上記回答のあった同僚二人から、申立人に係る申立期間②当時の標

準報酬月額について具体的な証言は得られなかったものの、そのうちの一人

から申立期間②に係る給与明細書（昭和 50 年４月分から 52年６月分まで）

が提出され、同明細書に記載されている保険料控除額から算出される標準報

酬月額とＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている

標準報酬月額とを照合したところ、全期間一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間②に、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除された事実を確認できる給与明細書、源泉

徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間②について、申立人の主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②において、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により、給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 693 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 34年９月１日に、Ｂ社における資格喪失日に係る記録を 35年 12月

１日に、Ｃ社Ｄ工場における資格喪失日に係る記録を 37年 12月１日に、Ｃ社

における資格喪失日に係る記録を 44 年７月１日に訂正し、申立期間①に係る

標準報酬月額を１万 8,000 円、申立期間②に係る標準報酬月額を１万 8,000

円、申立期間③に係る標準報酬月額を３万 6,000円、申立期間④に係る標準報

酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る各申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年８月１日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 35年 10月 15日から同年 12月１日まで 

             ③ 昭和 37年 11月 24日から同年 12月１日まで 

             ④ 昭和 44年６月１日から同年７月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ｂ

社及び同社の後継会社であるＣ社に勤務していた期間のうち、昭和 34 年８

月１日から同年９月１日までの期間、35年 10月 15日から同年 12月１日ま

での期間、37 年 11 月 24 日から同年 12 月１日までの期間及び 44 年６月１

日から同年７月１日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受

けた。 

各申立期間については、Ｂ社及びＣ社内における異動時期に当たるが、入

社してから退職するまで継続して勤務していたことは間違いないので、同期

間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社から提出された在籍証明書により、申立人は、昭和 27 年４月１日から



48 年 12 月 31 日までの期間について、Ｂ社及びＣ社に継続して勤務していた

ことが確認できるほか、Ｃ社からの回答により、申立人の勤務地について、申

立期間①はＡ社、申立期間②はＢ社、申立期間③はＣ社Ｄ工場、申立期間④は

Ｃ社であったことが確認できる。 

また、Ｃ社から、申立人の各申立期間に係る被保険者資格喪失届を提出する

際に誤りがあったと思われる旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、各申立期間において、Ｂ社

及びＣ社に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたも

のと認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＢ社及びＣ社に係

るオンライン記録の各申立期間の直近における定時決定の記録から、昭和 34

年８月は１万 8,000 円、35 年 10 月及び同年 11 月は１万 8,000 円、37 年 11

月は３万 6,000円、44年６月は６万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ｃ社は、これを確認できる関連資料が無いため不明としており、このほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかではないと判断

せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

  



茨城厚生年金 事案 694 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に

係る記録を昭和 46 年７月５日に、同社本社における資格取得日に係る記録を

同年７月５日に訂正し、同年７月の標準報酬月額を 13 万 4,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年７月１日から同年８月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうち、昭和 46 年７月１日から同年８月１日までの

期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 39 年４月の入社から平成 11 年 11 月の退職まで、Ａ社に継続

して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   公共職業安定所に照会したところ、申立人のＡ社に係る雇用保険被保険者記

録では、資格取得日が昭和 39 年４月１日、離職日が平成 11 年 11 月 30 日で

ある旨の回答が得られたことから、申立人が申立期間中に同社に勤務してい

たことが確認できる。 

   また、Ａ社から提出された人事記録及び申立人から提出された「転勤辞令

（写）」により、申立人は、昭和 46 年７月５日付けで同社Ｂ支店から同社本

社へ異動したことが確認できる。 

   さらに、Ａ社に照会したところ、申立人は、同社に継続して勤務していたの

で、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除していたことはほぼ間違

いない旨の回答が得られたほか、申立人に係る同社Ｂ支店における被保険者

資格の喪失届を提出する際、被保険者資格喪失日について、昭和 46年７月５

日と記載すべきところを同年７月１日と誤って記載してしまった旨及び同社



本社においても被保険者資格の取得届を提出する際、46 年７月５日と記載す

べきところ、同年８月１日と誤って記載してしまった旨の回答が得られた。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間にＡ社Ｂ支店及び

同社本社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたものと認められる。 

また、昭和 46 年７月の標準報酬月額については、Ａ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿における 46年８月の記録から、13万 4,000円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主から、申立期間当時、申立人に係る被保険者資格の喪失及び取得

の届出を提出する際に誤りがあったと思われる旨の回答が得られたことから、

Ａ社Ｂ支店の事業主は、申立人に係る被保険者資格喪失日を昭和 46 年７月１

日として届け、また、同社本社の事業主は、申立人に係る同資格取得日を同年

８月１日として届けており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



茨城厚生年金 事案 695 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ工場に係る被保険者記録は、昭和 59 年４月１日に資格を取

得し、現在まで被保険者資格を継続しているところ、当該期間のうち、平成 17

年 12 月８日に賞与（28 万 6,500 円）が支給されていることが認められる。ま

た、厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）第 81条の２の規定により、申

立期間の保険料徴収が免除されることから、申立人のＡ社Ｂ工場における当該

期間に係る標準賞与額を 28万 6,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月８日 

昭和 59年４月１日からＡ社Ｂ工場に勤務し、平成 17年 11月から 18年９

月まで育児休業を取得していた。育児休業期間中に支給された賞与について、

事業主から賞与支払届が提出されていなかった。厚生年金保険の記録の訂正

については、時効により事業主において手続ができないので、申立期間につ

いて記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ工場から提出された賞与支給証明書及び申立人から提出された賞与

支給明細書の写しにより、申立人は、平成 17年 12月８日に当該事業所から賞

与の支払いを受けていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、事業主は、厚生年金保険法（以下「法」と

いう。）第 81条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金保険料徴収の

免除の申出を行ったことが確認できる。 

さらに、法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の申出があった場合

は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料については、徴収が行われない

ことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の厚生年金保険被保険者賞与支払

届の届出が行われておらず、法第 75 条の規定による、時効によって消滅した

保険料に係る標準賞与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるもの

と考えられる。 

以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、事業主から提出さ

れた賞与支給証明書及び申立人から提出された賞与支給明細書の写しにおけ



る当該賞与額から、28万 6,000円とすることが妥当である。 

  



 

茨城厚生年金 事案 696 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ工場に係る被保険者記録は、平成４年４月１日に資格を取得

し、現在まで被保険者資格を継続しているところ、当該期間のうち、16 年 12

月８日に賞与（28 万 5,800円）が支給されていることが認められる。また、厚

生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）第 81条の２の規定により、申立期間

の保険料徴収が免除されることから、申立人のＡ社Ｂ工場における当該期間に

係る標準賞与額を 28万 5,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年 12月８日 

平成４年４月１日からＡ社Ｂ工場に勤務し、16 年 12 月から 17 年 11 月ま

で育児休業を取得していた。育児休業を開始した月に支給された賞与につい

て、事業主から賞与支払届が提出されていなかった。厚生年金保険の記録の

訂正については、時効により事業主において手続ができないので、申立期間

について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ工場から提出された賞与支給証明書及び申立人から提出された賞与

支給明細書の写しにより、申立人は、平成 16年 12月８日に当該事業所から賞

与の支払いを受けていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、事業主は、厚生年金保険法（以下「法」と

いう。）第 81条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金保険料徴収の

免除の申出を行ったことが確認できる。 

さらに、法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の申出があった場合

は、育児休業を開始した月の標準賞与額に係る保険料については、徴収が行わ

れないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の厚生年金保険被保険者賞

与支払届の届出が行われておらず、法第 75 条の規定による、時効によって消

滅した保険料に係る標準賞与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであ

るものと考えられる。 

以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、事業主から提出さ



れた賞与支給証明書及び申立人から提出された賞与支給明細書の写しにおけ

る当該賞与額から、28万 5,000円とすることが妥当である。 

  



茨城厚生年金 事案 697 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録について、その主張する標準報

酬月額（８万 6,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

たことが認められることから、申立期間に係る標準報酬月額を８万 6,000円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月１日から同年９月１日まで 

    社会保険事務所（当時）にＡ社における標準報酬月額について照会したと

ころ、昭和 52年４月から同年８月までの標準報酬月額が、７万 6,000円で

あることが判明した。 

    しかし、私が保有する申立期間当時の給与明細書では、給与支給額が８万

4,000円ないし８万 8,000円であることが確認できる。 

このため、申立期間の標準報酬月額について、保険料控除額に見合う額に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間において、厚

生年金保険被保険者原票による標準報酬月額を上回る給与の支給を受けてい

ることが確認できるとともに、標準報酬月額に見合う保険料を超える保険料を

事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立ててい

るが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（平成

19年法律第 131号）に基づき、標準報酬月額を改定及び決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 



したがって、申立人の申立期間の標準報酬月額については、給与明細書にお

いて確認できる報酬月額から、８万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の主張する標準報酬月額に見合う保険料を納付したか

否かについては、Ａ社の当時の事業主（兼社会保険事務担当者）は、なぜ申立

人の給与に見合った標準報酬月額の届出がされていなかったのか不明として

おり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業 

主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かに

ついては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。 

 



茨城国民年金 事案 967 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年５月から 49年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年５月から 49年 11月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 48 年５月か

ら 49年 11月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

申立期間については、昭和 48 年５月ないし同年６月ごろに、Ａ町役場

(現在は、Ｂ市役所）において、国民年金の加入手続を行い、納付書に現金

を添えて保険料を納付したはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

      オンライン記録により、申立人が国民年金に加入した時期は、昭和 49 年

12 月 11 日であることが確認できるが、この時点では、その夫は厚生年金保

険の被保険者であり、申立期間当時、申立人は、任意加入者であったことか

ら、申立期間の保険料について、さかのぼって納付することはできない。 

また、申立人は、昭和 48 年５月ないし同年６月ごろに、Ａ町役場におい

て国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、戸籍の附票により、同年

５月 13 日から 49 年２月 28 日まで、Ｃ市において住民登録をしていたこと

が確認できることから、申立内容に不合理な点が認められる。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料について、後からさかのぼって納付

したことが無いと主張しており、事実、申立期間の保険料について特例納付

及び過年度納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

  加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうか

がえず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当

たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 968 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年５月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年５月から同年８月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 63 年５月

から同年８月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

申立期間については、昭和 63 年５月 16 日付けで厚生年金保険被保険者

資格を喪失後、国民年金の加入手続を行い、保険料を納付したはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63 年５月 16 日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失後、

国民年金の加入手続を行い、申立期間に係る保険料を納付したと主張してい

るが、申立人の申立期間当時の居住地を管轄する社会保険事務所において払

い出される国民年金手帳記号は｢Ａ｣であり、申立人には現在の基礎年金番号

である厚生年金保険記号｢Ｂ｣の払い出し以前に国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡が見当たらず、事実、申立人が保管する年金手帳には、厚生年

金保険記号番号のみが記載されていることから、申立期間については、国民

年金被保険者資格を有していなかったため、保険料を納付することができな

い。 

また、申立人は、昭和 63 年５月 16 日付けで厚生年金保険被保険者資格を

喪失後、国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付したと主張し

ているが、申立人自身は国民年金の加入手続を行った記憶が無く、申立期間

当時の具体的な国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはな

いと主張しており、事実、申立期間の保険料を過年度納付したことをうかが

わせる事情も見当たらない。 



加えて、申立人が国民年金に加入したと考えられる平成 15 年５月以降の

時点では、特例納付制度が存在しないため、特例納付により申立期間の保険

料を納付することができない。 

その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



茨城厚生年金 事案 698 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年７月 10日から 37年 12月 31日まで              

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間について、脱退手当金が支給済みとなっている

旨の回答を受けた。 

しかし、私は、脱退手当金を受領した記憶は無いので、申立期間につ

いて脱退手当金が支給済みとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者資格の

喪失日から約３か月後の昭和 38 年３月 29 日に、申立期間に係る脱退手当

金が支給決定されているとともに、申立期間以外に脱退手当金の計算の基

礎となるべき未請求期間は無く、申立期間に係る脱退手当金の実支給額に

ついても法定支給額と一致しており、計算上の誤りも無いなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人に申立期間当時の状況を聴取しても申立期間に係る脱退手

当金を受給した記憶が無いというほかに、申立人が申立期間に係る脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情も見当たらない。 

なお、Ａ社に照会したところ、申立期間当時の脱退手当金の取扱いにつ

いて承知している者がおらず、また、関係資料も残存していないため、当

時の脱退手当金の取扱いについては不明である旨の回答が得られた。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 699 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年７月１日から 63年 12月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 61年７月１日から 63年 12月１日

までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 61年７月１日に入社してから平成元年９月 30日に退職す

るまで、Ａ社に継続して勤務していたことは間違いないので、申立期間

について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、当時の同社の代表

取締役及び同僚の証言により推認できる。 

しかし、上記回答があった代表取締役から、申立人は、アルバイトによ

る採用であったため、当初、厚生年金保険には未加入であったものの、そ

の後、継続して勤務したことから、厚生年金保険に加入させたとしている

ほか、Ａ社が解散した（平成 10 年５月 31 日）際に、申立期間当時の書類

を処分したため、申立人に係る厚生年金保険の適用の時期等について確認

することはできない旨の回答が得られた。 

また、申立期間当時にＡ社に勤務していた者のうち、連絡先の判明した

二人に照会したところ、全員から回答が得られ、そのうちの一人からは、

申立人及び自身は、当初、アルバイトとして勤務し、正社員となり、厚生

年金保険に加入したとしており、自身が入社したとする時期から約２年後

に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できるほか、一

人からは、入社前に通学していた学校に同社から求人募集があり、自身は、

学校推薦で入社し、３か月の試用期間を経て、厚生年金保険に加入した旨

の証言が得られた。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除



された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立期

間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  



茨城厚生年金 事案 700 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年３月５日から 37年２月 14日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 35年３月５日から 37年２月 14日までの期間に

ついて、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

しかし、Ａ社に入社した時に交付された厚生年金保険被保険者証を見

ると、「初めて資格を取得した年月日」が昭和 35年３月５日となってい

るので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険被保険者手帳記号番号払出簿により、申立人の厚生年金保

険記号番号（＊）は、Ａ社に入社する以前に勤務したＢ社において、厚生

年金保険被保険者資格を取得した際に払い出されたものであることが確認

できるほか、同社の事業所別被保険者名簿により、申立人は、昭和 38年３

月５日に、同社において厚生年金保険被保険者資格を取得したことが確認

できる。 

また、申立期間当時の同僚４人に照会したところ、申立人の申立期間に

おける勤務実態について確認することはできず、そのうちの１人から、昭

和 35 年ないし 36 年ころにＡ社に入社したが、入社当時、同社は個人経営

のＣ業であったため、法人化された 38年以前は厚生年金保険に加入してい

なかった旨の証言が得られ、事実、オンライン記録を調べたところ、同社

は、38 年９月１日に、厚生年金保険の適用事業所に該当していることが確

認できるほか、当該同僚の同社における厚生年金保険被保険者資格取得日

は、これと同一日であることが確認できる。 



さらに、上記回答のあった同僚から、Ａ社においては、事業主が厚生年

金保険に係る事務等をすべて行っていた旨の証言が得られたものの、その

事業主の連絡先が不明であるため、申立人に係る申立期間当時の勤務状況

等について具体的な証言を得ることはできない。 

加えて、申立人が申立期間に厚生年金保険の被保険者であったことを確

認できる資料として提出した厚生年金保険被保険者証の「初めて資格を取

得した年月日」については、明確に読み取れないほか、申立人は、Ａ社の

代表取締役の名前を誤るなど、申立期間についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

た事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立期間に

おける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情も見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 701 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年２月ごろから 59年２月ごろまで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 57年２月ごろから 59年２月ごろまでの期間に

ついて、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、Ａ社を退職する際、同社の経理担当者から年金手帳を受け取り、

同社の次に就職した事業所に、その年金手帳を提出したことを記憶して

いるほか、次に就職した事業所を退職した際には、入社時に提出した年

金手帳と併せて、年金手帳を二冊受け取ったことを記憶している。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   公共職業安定所に照会したところ、申立人は、昭和 57年２月８日から 59

年３月 20日までの期間に、Ｂ社において雇用保険被保険者資格を有してい

た旨の回答が得られたことから、申立人が申立期間当時に同社に勤務して

いたことは確認できる。 

一方、法務局に照会したところ、申立人が主張する所在地であるＣ自治

体Ｄ区Ｅに「Ｆ社」が存在する旨の回答が得られたものの、オンライン記

録により、同事業所は、厚生年金保険の適用事業所に該当していないこと

が確認できる。また、オンライン記録により「Ａ社」及び類似の名称を含

む事業所を検索した結果、申立人が主張する所在地に厚生年金保険の適用

事業所は見当たらない。 

また、「Ｆ社」の商業登記簿謄本により確認できる申立期間当時の代表取

締役に照会したところ、申立期間当時、同社は、厚生年金保険の適用事業



所ではなかった旨の証言が得られた。 

   さらに、申立人の国民年金の加入状況について調べたところ、申立人の

国民年金の加入手続は、Ｇ県Ｈ市で行われ、前後の任意加入者の国民年金

手帳記号番号から、昭和 59年４月ごろに行われたものと考えられ、申立人

が主張するＡ社の退職時に受け取ったとする年金手帳は、Ｇ県Ｈ市におい

て発行された年金手帳であると考えられる。また、オンライン記録により、

申立人は、昭和 55 年４月１日に 遡
さかのぼ

って国民年金被保険者資格を取得し、

申立期間当時、国民年金被保険者資格を有していたことが確認できる。 

   加えて、申立人が名前を挙げた同僚一人に照会したところ、申立人に係

る厚生年金保険の適用に関する具体的な証言を得ることはできなかった。

また、オンライン記録により、その同僚は、申立期間当時、国民年金被保

険者資格を有し、国民年金保険料を納付していたことが確認できる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

た事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立期間に

おける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情も見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


